
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この記事に掲載されている年金額および再評価率などは、年友企画株式会社において試算・算出したものです。

実際には３月末に公布される政令でご確認ください。なお、この記事に掲載されている年金額および再評価率

などの無断転載は固くお断りいたします。 

 

●基本となる数値 

⚫ 名目手取り賃金変動率： △0.４％ → 0.99６ 

（物価変動率）0.998 ×（実質賃金変動率）0.998 ×（可処分所得割合変化率）1.000 ＝ 0.996 

⚫ 物価変動率： △0.２％ → 0.998 

⚫ マクロ経済スライド調整率： △0.３％ → 0.99７ 

令和４年度分：（公的年金被保険者総数変動率）1.00１ ×（平均余命伸び率）0.997 ≒ 0.99８ 

令和３年度からの繰り越し分：0.99９ 

●年金額改定率および再評価率の改定 

＜年金額改定率の改定＞ 

 物価変動率が0.998で名目手取り賃金変動率が0.99６となったため、新規裁定年金については国民年金法第27条の

４第２項の規定により、また既裁定年金については第27条の５第２項第二号の規定により、前年度の改定率（1.000）

を名目手取り賃金変動率（0.99６）で改定することとなります。 

 したがって、令和４年度の改定率は、令和３年度の年金額改定率1.000を0.996で改定することになり、0.996と

なります。 令和４年度の年金額改定率 ： 1.00０×0.99６≒ 0.996 

Ex. 老齢基礎年金額：780,900円×0.996＝777,800円（月額：777,800円÷12＝64,816円） 

 障害基礎年金の子の加算額：224,700円×0.996＝223,800円（月額：223,800円÷12＝18,650円） 

 

＜再評価率の改定＞ 

 物価変動率が0.998で名目手取り賃金変動率が0.996となったため、新規裁定年金については厚生年金保険法第

43条の４第４項、また既裁定年金については第43条の５第４項の規定により、再評価率を改定することとなります。 

⚫ 新規裁定年金：第43条の４第４項の規定によると、実際には第43条の２第１項～第３項の規定によって改定す

ることになります。それによると、前年度の再評価率は可処分所得割合変化率で改定、前々年度・３年度前の再評価

率は物価変動率×可処分所得割合変化率で改定、４年度前までの再評価率は名目手取り賃金変動率で改定、当

該年度の再評価率は前年度の再評価率に可処分所得割合変化率を乗じて設定することになります。  
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⚫ 既裁定年金：第43条の５第４項の規定によると、実際には第43条の２第３項・第43条の３第１・２項の規定によ

って改定することになります。それによると、当該年度の再評価率は前年度の再評価率に可処分所得割合変化率を

乗じて設定、前年度の再評価率は可処分所得割合変化率で改定、前々年度は３年度前の再評価率：物価変動率×

可処分所得割合変化率で改定、４年度前までの再評価率は名目手取り賃金変動率で改定することになります。 

 

●従前額改定率 

＜従前額改定率の改定＞ 

 従前額改定率の改定は、平成12年改正法附則第21条第４項によって改定することになりますが、現在は調整期間中

であるため、厚生年金保険法第43条の５第１項、第４項または第５項を適用することになり、実際には第43条の５第

４項の規定の例によって、第43条の３第１項の規定、つまり名目手取り賃金変動率0.996で改定することになります。 

 それによると、令和４年度の従前額改定率は、令和３年度従前額改定率（①昭和13年４月１日以前生まれ1.001、

②昭和13年４月２日以後生まれ0.999）を0.99６で改定することになります。 

令和４年度従前額改定率 

① 昭和13年４月１日以前生まれ： 1.00１ × 0.99６ ≒ 0.997 

② 昭和13年４月２日以後生まれ： 0.999 × 0.996 ≒ 0.995 

 

 

●旧再評価率表（平成12年改正前水準） 

＜旧再評価率の改定のための数値＞ 

平成12年改正法附則別表第１、備考 → 前年度の再評価率を、第43条の２第１項第１号の率〔物価変動率〕に

同項第２号の率〔実質賃金変動率〕を乗じて得た率で除して得た率 

（物価変動率）0.998 ×（実質賃金変動率）0.998 ＝ 0.996 

 令和４年度の再評価率は、令和３年度（令和３年４月～令和４年３月）の再評価率0.900を0.996で除して改

定する。 

令和４年４月～令和５年３月の再評価率 ： 0.900 ÷ 0.996 ＝ 0.903614457 ≒ 0.904 
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令和４年度価格（本来水準の年金額） 

       令和３年度改定率＝1.000       令和４年度改定率＝0.996 

●国民年金           

      令和３年度価格 同月額 令和４年度価格 同月額 

老齢基礎年金    780,900 円 65,075 円 777,800 円 64,816 円 

１級障害基礎年金    976,125 円 81,343 円 972,250 円 81,020 円 

第１子・第２子の加算額    224,700 円 18,725 円 223,800 円 18,650 円 

第３子以降の加算額    74,900 円 6,241 円 74,600 円 6,216 円 

老齢福祉年金    400,100 円 33,341 円 398,500 円 33,208 円 

10年年金    474,360 円 39,530 円 472,440 円 39,370 円 

５年年金     403,800 円 33,650 円 402,200 円 33,516 円 

   86,400    86,100    

○配偶者に支給される遺族基礎年金          

      基本額 加算額 合計額 月額 

子が１人のとき    777,800 円 223,800 円 1,001,600 円 83,466 円 

子が２人のとき    777,800 円 447,600 円 1,225,400 円 102,116 円 

子が３人のとき     777,800 円 522,200 円 1,300,000 円 108,333 円 

           

○子に支給される遺族基礎年金           

  基本額 加算額 合計額 １人の額 月額 

子が１人のとき 777,800 円 0 円 777,800 円 777,800 円 64,816 円 

子が２人のとき 777,800 円 223,800 円 1,001,600 円 500,800 円 41,733 円 

子が３人のとき 777,800 円 298,400 円 1,076,200 円 358,733 円 29,894 円 

           

●厚生年金           

      令和３年度価格 月額 令和４年度価格 月額 

３級障害厚生年金の最低保障     585,700 円 48,808 円 583,400 円 48,616 円 

障害手当金の最低保障額     1,171,400 円 ― 1,166,800 円 ― 

配偶者加給年金額・特別加算                

（昭和 9.4.2～昭和15.4.1）    33,200 円 2,766 円 33,100 円 2,758 円 

（昭和15.4.2～昭和16.4.1）    66,300 円 5,525 円 66,000 円 5,500 円 

（昭和16.4.2～昭和17.4.1）    99,500 円 8,291 円 99,100 円 8,258 円 

（昭和17.4.2～昭和18.4.1）    132,600 円 11,050 円 132,100 円 11,008 円 

（昭和18.4.2～）     165,800 円 13,816 円 165,100 円 13,758 円 

遺族年金の寡婦加算額                

子１人    149,700 円 12,475 円 149,100 円 12,425 円 

子２人以上     262,100 円 21,841 円 261,100 円 21,758 円 
           

           

  令和３年度 令和４年度   特別加算額の合計額 月額 

特老厚・定額単価 1,628 円 1,621 円    256,900 円 21,408 円 

旧厚年・老齢年金定額単価 3,053 円 3,041 円    289,800 円 24,150 円 

旧国年・老齢年金定額単価 2,501 円 2,491 円    322,900 円 26,908 円 

旧国年・老年期間短縮加算単価 968 円 964 円    355,900 円 29,658 円 

旧国年・老年特例支給単価 3,752 円 3,737 円     388,900 円 32,408 円 
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令和４年度 再評価率表 
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